
「社会保障・税に関わる番号制度」に係る 

平成 23 年度関係省庁予算（案）概要 

 

○ 内閣官房社会保障改革担当室 （約 1 億 8,000 万円） 

 番号制度導入に向けた国民への周知、広報、シンポジウム開

催等に係る経費 

○ 内閣官房情報通信技術（IT）担当室 （約 5,000 万円） 

 番号制度及び国民ID制度導入に向けた情報連携基盤の技術的

要件の検討、個人情報保護策の在り方に係る調査・検討に要

する経費等 

○ 総務省 (約 7,000 万円) 

 住民基本台帳ネットワークシステム、地方税務システムを番

号制度に対応させるための調査・検討に要する経費 

○ 財務省 （約 9,000 万円） 

 国税庁システムを番号制度に対応させるための調査・検討に

要する経費 

○ 厚生労働省 （約 9,000 万円） 

 番号制度導入に向けた社会保障分野における情報化、情報連

携を進めるためのシステム標準化に向けた調査費等 

（国税庁） 
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